自治労の考え方

研究会は2009年8月以降、2005年度から5年間の期間に設定した「集中改革プラン」が2010年度で区切りを迎えることから、「集中改革プラン」の検証、今後の定員管理の方向性等について検討を進め、報告書をまとめています。

とくに、「集中改革プラン」については、2010年4月1日までの5年間の定員純減の数値目標▲6.4％に対し、2009年4月までの4年間の純減実績は▲6.2％と報告してており、数値目標よりも速いスピードで人員削減が進められている状況が伺える結果となっています。

行政部門別に見た場合、国の法令等による職員配置などの定員管理上の制約が比較的少ない一般行政部門の定員純減が大きいとしています。

自治体の意見も報告されており、「年齢構成が非常にいびつになっていること」、「職員が日常業務に忙殺されて、政策・企画的な面がおろそかになる懸念がある」、「サービスの低下が起きている可能性がある」など、多様な意見が報告されています。

自治労としては、「集中改革プラン」の状況を踏まえつつ、良質な行政サービス水準、適正な労働環境を確保するため、政府全体として地方公務員の抑制政策を転換するよう、総務省対策など必要な取り組みを引き続き強化することとします。
